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付し、地価の 30％を地租として徴収した。当時の地租収入は租税収入の 9 割を超えてい
た。奄美群島の地租改正は遅れて明治 12 年である。 
 明治初期のこのような地租を中心とした財政運営のなかで、明治 7 年に政府は「大島県」
構想を稟議したのである。その稟議文書を検討しよう。 
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２）奄美分断財政（明治 21 年） 
 昭和 50 年 3 月に発行された『奄美群島復興・振興の成果』に「変則的な大島の独立経
済」とある。独立経済とは何か。 
 第 1 回の県会早々に分断財政が議論されていた。 



















 それではなぜ、明治 21 年から独立経済＝分断財政が実施されたのか。 
 内地の産業基盤整備事業に莫大な資金が必要になり、大島の産業基盤整備にまで手が回
らないということである。 
 明治 19 年通常県会で、道路開鑿諮問案が審議されている。その諮問案は「県庁ニ於テ
本日ヨリ通常県会ヲ開設スルニ付、道路開鑿諮問案ヲ左ノ通発付セリ。全管ヲ通視スルニ
道路ヲ開鑿シ公益ヲ図ルハ目下重要ノ急務タリ因テ明治 20 年度ヨリ道路開鑿ノ事業ヲ起
                                                 
2 『南海日日新聞』2010 年 2 月 5 日参照 
3 『鹿児島県議会史』第 1 巻 88 ページ 
4 『鹿児島県広報』により、明治 20 年が正確である。 












 大島「独立経済」の矛盾が露呈し、明治 27 年の通常県会から議論が始まった。明治 43
年の通常県会では、砂泊議員が大島経済の悲惨さを「肺病患者」にたとえて救済を訴えて


















 第１種 砂糖色相和蘭標本第八号未満ノ砂糖及糖蜜  百斤ニ付金一円 
 第２種 砂糖色相和蘭標本第八号以上第十五号未満ノ砂糖  百斤ニ 
     付金一円六十銭 
 第３種 砂糖色相和蘭標本第十五号以上第二十号以下ノ砂糖及糖水  百斤 
     ニ付金二円二十銭 
 第４種 砂糖色相和蘭標本第二十号ヲ超エル砂糖及氷砂糖  百斤ニ付二円 
     八十銭 
第４条 前条ノ消費税ハ製造場、税関又ハ保税倉庫ヨリ砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ引 
                                                 
6 拙著『奄美群島の近現代史』 15 ページ 
7 『鹿児島新聞』大正 14 年 1 月 24 日 
8 『法令全書』第 34 巻の 2 26 ページ 
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    取トキ之ヲ徴収ス但シ政府ニ於イテ相当ト認ムル担保提供スルトキハ 
    六ヶ月以内消費税ノ徴収ヲ猶予スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ政府ハ 
    其ノ砂糖・糖蜜又ハ糖水ノ見本ヲ採取スルコトヲ得 
    前項ニヨリ担保ヲ提供シタル者期限内ニ税金ヲ納付セサルトキハ担保 
    ヲ以テ之ニ充ツル但シ金銭以外ノ担保ハ之ヲ公売ニ付シ消費税及公売 
    ノ費用二充テ残金アルトキハ之ヲ担保提供者ニ還付ス 
    担保物ノ種類ハ命令ヲ以テ之ヲ定ム 
第５条 内地消費ノ目的二非スシテ製造場・税関及保税倉庫ヨリ引取ラルル砂 
    糖・糖蜜又ハ糖水ニ付テハ消費税ニ相当スル担保ヲ提供スルコトヲ要ス 
    担保物ノ種類ハ命令ヲ以テ之ヲ定ム 
    前項ニヨリ担保ヲ供シタル砂糖・糖蜜及糖水ニシテ取引後六ヶ月内ニ外 
    国ニ輸出セラレタルノ証明ナキモノハ内地消費ニ供セラレタモノト見做 
    ス担保ヲ以テ消費税ニ充ツ但シ金銭以外ノ担保ハ之ヲ公売ニ付シ消費税 
    及公売ノ費用ニ充テ残金アルトキハ之ヲ担保提供者ニ還付ス 
第６条 消費税納付前又ハ担保提供前ニ於イテハ製造場・税関及保税倉庫ヨリ砂 
    糖・糖蜜又ハ糖水ヲ引取ルコトヲ得ス 
第７条 砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造スル者ハ消費税納付前又ハ担保提供前ニ於イ 
    テ砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ他ニ引渡シ又ハ政府ノ承認ヲ得スシテ之ヲ製造 
    場外ニ移出スルコトヲ得ス 
第８条 砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造セムトスル者ハ政府ニ申告スベシ其ノ製造ヲ 
    廃止セムトスルトキ亦同シ 
第９条 砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造セムトスル者又ハ之ヲ販売スル者ハ帳簿ヲ備 
    ヘ砂糖・糖蜜又ハ糖水ノ製造、出入ヲ詳細明瞭ニ記載スヘシ 
第１０条 収税官吏ハ砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造スル者又ハ之ヲ販売スル者ノ所 
     持ニ係ル砂糖・糖蜜・糖水・其ノ製造、出入ニ関スル帳簿書類及其ノ 
     製造又ハ販売上必要ナル建築物・器械材料其ノ他ノ物件ヲ検査シ又ハ 
     監督上必要ノ処分ヲ為スコトヲ得 
第１１条 政府ノ承認ヲ得消費税ヲ課セラレタル砂糖又ハ糖水ヲ原料トシテ砂 
     糖・糖水又ハ酒精ヲ製造シタル者ハ原料トシタル砂糖又ハ糖蜜ノ消費 
     税ニ相当スル金額ノ下付ヲ政府ニ請求スルコトヲ得 
     製造後一年ヲ経過シタルトキハ前項ノ請求ヲ為スコトヲ得ス 
第１２条 第６条又ハ第７条ノ禁令ヲ犯シタル者ハ消費税五倍ニ相当スル罰金 
     二処ス但シ５０円ヲ下ルコトヲ得ス 
第１３条 政府ニ申告セズシテ砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造シタル者ハ二十円以上 
     二百円以下ノ罰金ニ処ス 
第１４条 砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造スル者ハ之ヲ販売スル者、砂糖・糖蜜又ハ 
     糖水ヲ製造、出入ニ関シ帳簿ノ記載又ハ事実ノ申告ヲ詐リ若ハ怠リタ 
     ルトキハ三円以上三十円以下ノ罰金ニ処ス 
第１５条 収税官吏其ノ職務ヲ遂行スルニ当タリ之ニ対シテ其ノ執行ヲ拒ミ又 
     ハ之ヲ忌避シ又ハ之ニ支障ヲ加ヘタル者ハ三円以上三十円以下ノ罰 
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     金ニ処ス其ノ刑法ニ正条アル者ハ刑法ニ依ル 
第１６条 本法ヲ犯シタル者ニハ刑法ノ不論罪及軽減・再犯加重・数罪俱発ノ例 
     ヲ用ヰス但シ刑法第７５条第一項ノ場合ハ此ノ限ニ在ラス 
第１７条 砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造スル者又ハ販売スル者ノ代理人・戸主・家 
     族・同居者・雇人其ノ他ノ従業者ニシテ其ノ業務ニ関シ本法ヲ犯シタ 
     ルトキハ製造者又ハ販売者ヲ処罰スル 
   付則 
第１８条 本法ハ明治三十四年十月一日ヨリ之ヲ施行ス 
第１９条 本法施行前ヨリ引続キ砂糖・糖蜜又ハ糖水ヲ製造スル者ハ本法施行後 
     １ヶ月以内ニ其ノ旨ヲ政府ニ申告スヘシ 
































































５）昭和天皇奄美視察（昭和 2 年） 
 そてつ地獄期における天皇の奄美視察は、国家による戦前の補助金政策の契機になった
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   一九四七年九月十一日 
  北部南西諸島軍政府長官 

























































   趣意書 
  対日講和がいよいよ切迫すると共に、われわれ奄美大島に生をうけている者にとっ 
 て、最も重大な関心と期待をかけなければならない問題は、わが郷土の帰属問題であ 
 ります。 





  この内外の情勢にかんがみ、われわれ地元民として、いつまでもこの重要問題の進 
                                                 
28 『朝日新聞』平成２２年３月２６日 





















  先般訪日せられたダレス特使の使命も日本朝野の講和問題に対する意見を聴取する 
 ことにあるということは新聞紙に伝えられている通りであります。 
  われわれ奄美大島の地元民がひとしく日本復帰を願い、われわれの熱烈たる民族的 
 悲願を同特使に伝えることもまた、この際われわれに与えられた絶好の機会というべ 
 きではないでしょうか。 
  日本復帰の民族的熱望、その純真なる意志、これをこの際表示しなければ、もう決 
 して二度と表示すべき時期はこないといってよいでしょう。 
  終戦以来６年の間、ひとしくわれわれの胸底に流れていた、たった一つのこの願い、 
 すべての住民がこの民族的必然の心情に立ち返って、お互いに小異を捨て大同につき 
 願望達成に邁進しようではありませんか。 
   １９５１年２月１４日 









                                                 









































                                                 




















































































                                                 
34 『奄美群島の近現代史』西村富明著 ３０２ページ 
















































































   ③奄美群島政府（１９５０年１１月２５日〜１９５２年３月） 
 琉球列島軍政府長官シーツは、１９５０年６月３０日付で特別布告を発令し、知事・議







































































































   








































































事業費 国費 事業費 事業費 事業費
復興計画（２９〜３８年） 20,999,735,572 12,117,757,353
振興計画（３９〜４８年） 43,810,938,947 21,081,369,301
振興開発計画（４９〜５８年） 317,089,671,692 216,398,639,663 241,107,638,453 60,644,488,923 15,337,544,316
新振興開発計画（５９〜平５年） 602,963,878,647 390,697,088,082 488,845,990,300 90,997,614,009 23,120,274,338
第３次振興開発計画平成６年 77,369,539,473 48,491,438,503 60,702,026,760 12,521,247,220 4,146,265,493
　　　　　　　平成７年 100,964,567,361 62,052,910,804 77,986,324,272 16,487,116,709 6,491,126,380
　　　　　　　　　８年 92,161,216,017 56,505,066,000 68,491,592,100 18,100,412,112 5,569,211,805
　　　　　　　　　９年 80,440,199,369 50,252,505,600 63,983,671,000 12,540,222,518 3,916,305,851
　　　　　　　　１０年 103,182,817,914 66,711,337,000 85,936,494,000 12,783,744,921 4,462,578,993
　　　　　　　　１１年 88,251,992,363 54,141,297,300 68,864,259,000 13,197,651,750 6,190,081,613
　　　　　　　　１２年 87,963,288,812 52,750,434,000 70,917,177,000 8,963,532,537 8,082,579,275
　　　　　　　　１３年 81,635,113,415 49,565,611,634 66,632,006,342 10,337,962,702 4,665,144,371
　　　　　　　　１４年 68,017,820,719 43,017,485,999 56,447,544,739 8,037,178,423 3,503,147,557
　　　　　　　　１５年 62,425,072,967 40,722,628,844 36,487,007,352 7,571,526,792 3,013,313,643
　　　　　　　　小計














































単位 奄美 鹿児島県沖縄県 全国 奄美 鹿児島県 沖縄県 全国 奄美 鹿児島県沖縄県 全国
人口１人当たり所得 千円 1292 1429 1366 1848 1836 2254 2108 2878 2053 2239 2045 2889
（同上所得の国との比較）％ 69,9 77,3 73,9 100,0 63,8 78,3 73,2 100,0 71,1 77,5 70,8 100,0
市町村財政力指数 0,17 0,24 0,24 0,4 0,13 0,22 0,32 0,53 0,15 0,26 0,30 0,43
国県道改良率 ％ 77,3 65,7 78,6 69,8 85,2 76,8 90,4 72,9 88,1 81,7 91,9 81,9
同上（幅員５，５m以上） ％ 43,0 52,5 77,4 58,5 63,4 66,4 88,9 67,3 73,6 71,1 90,2 73,0
国県道舗装率 ％ 93,5 88,6 96,9 89,0 99,2 94,6 99,2 95,0 99,6 97,4 99,3 97,0
市町村道改良率 ％ 34,5 39,5 42,6 32,8 49,3 57,2 52,9 47,0 55,5 63,9 60,4 53,9
市町村道舗装率 ％ 40,0 59,8 65,0 49,4 58,6 79,8 78,7 68,6 68,4 85,3 82,7 75,1
水道普及率 ％ 97,2 89,2 98,3 92,6 97,5 93,6 99,7 95,3 98,5 96,4 100,0 96,9
生活保護率 ‰ 54,2 19,5 27,4 12,3 37,7 11,2 13,0 7,1 39,6 13,2 14,4 10,5
農家１戸当たり生産農業
所得 千円 786 768 1308 966 1084 1135 1338 1248 1066 1421 1661 1236
（同上所得の国との比較）％ 81,4 79,5 135,5 100 86,9 90,9 107,2 100,0 86,2 115,0 134,4 100











































































   奄美の日本復帰以後、「特別措置法」に基づく「復興事業」「振興事業」「振興開発 
  事業」「新振興開発事業」は典型的な補助金による国の政策手段そのものであること 
  が理解できよう。「国の政策目的を実現させるための国からの現金給付」これこそ補 
  助金の本質であること、また国が主体であること、さらにこれが発展して、補助金 
  交付の際は、純然たる経済的配慮だけからではなく、むしろ政治的な運動の沈静化、 
  社会不安に対する防衛的な政治的配慮が働いている事実も確認しておくことは大切 
  である。したがって、政治的配慮が優先し、経済政策としての役割が軽くなってく 
  るのは当然である。54 
   今日では、住民の側からの「補助金づけ体質」を変革する原動力が必要となって 





  くる。そのためにも、昭和２９年当時の住民の手による「協議会」を再組織し、下 
  から上への「積み上げ方式」で事業計画を立てていく先導的機関の機能を持たせ、 
  奄美住民の手による、奄美住民のための「補助金事業」にしたいものである。ある 
  いは、「補助事業」のあり方を変えることも一つの方法である。補助金に見合う金額 
  を地方交付金に上乗せし、地方公共団体の一般財源に振り替える方法である。55 
 私のこのような提言を、２００３年に叶芳和氏がより具体的に、南日本新聞に投稿して
いる。その内容を引用しよう。 
   国交省の奄振審議会で特例措置を残すべしとの意見具申が出ましたので、これで 
  再延長は見えてきたと思います。あとは内容の改善です。われわれ（石原信雄座長） 
  は現在の奄振法を大幅に改善し、真に奄美群島の地域振興に役立つものにするため、 
  補助金を統合し交付金化するとともに、その受け皿として広域自治体の設置を柱と 
  する「奄振新法」の制定を提言してきました。 
   知事は「できない」と言われますが、県は地元とともに国に要望をする立場であ 
  って、「できる」「できない」を判断する立場ではないのではないでしょうか。やは 
  り、内容の改善を国に求めてもらいたい。 
   国交省は①新しい特例法をつくる②予算確保③統合補助金化さらにソフト事業も 
  組み込んでおく、というところまでは方針を固めつつあるやに聴きます。大変な前 
  進です。これを後退させないようにするのも大切ですが、もう一歩、県と地元のあ 
  つい要望によって調整費の実現を図ってもらいたい。 
   交付金化が実現し、地元で振興計画を策定する仕組みになれば、国のヒモつき補 
  助金と違って、地元が主体的に判断し、真に地元に役立つカネの使い方ができるわ 
  けです。交付金化は自立自興に向けた取り組みを引き出すための最高の仕組みです。 















                                                 
55 『奄美群島の近現代史』西村富明著１３７ページ 
56 『南日本新聞』２００３年８月２０日 
57 『南海日日新聞』平成２２年１０月９日 
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おわりに 
 明治時代から今日まで１４０年間、奄美群島民は日本国民・鹿児島県民と同等に扱って
貰えなかったという歴史的事実を明らかにできた。 
 奄美の政治経済史を補助金政策というキーワードで解明し、その補助金政策が行政差別
政策として機能した、と単純明快に結論づけることができた。 
  これは、人権問題を考える場合と同じ論理である。「セクハラ」は被害者側からの告発
から成り立っている。奄美の苦難の歴史を民衆の側から捉えた場合に、「行政差別政策」が
重要なキーワードになったのである。 
 復帰後永遠と続いている奄振事業でさえ、現時点で分析したら行政差別政策そのもので
あることが明らかになったのである。現在の視点から奄美群島の歴史を問い直し、未来へ
向かって、現在何ができるかを考えなければならない。私たち奄美群島民１人１人が主人
公であることを自覚し、地域の政策立案に参加できる住民組織を作りたいものである。奄
美の自律はここから始まる。 
 今度こそ、奄美群島民が大同団結して、特区としての広域自治体「奄美群島」を要求し
たいものである。これが｢行政差別政策｣からの解放であり変革である。前節で述べた、奄
美群島民の今後の課題を実現するために行動が大切である。 
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